
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2019 年 10 月 17 日(木) 

Daily Market Report 
デイリーマーケットレポート 
マーケット情報 くりっく株 365 市場コメント 

岡安商事株式会社ネット証券部    0120-523-321 

市場 

コメント 

15 日、米下院が香港での人権尊重と民主主義確立支援の法案が可決されました。部分的合意が成立
したばかりの中国との摩擦を警戒した動きも株式市場では出ていたようです。また、16 日発表の米
小売売上高が予想外の減少となったことも利益確定売りを呼び込んでいた模様です。しかし、16 日
発表の大手銀の決算が予想を上回るなど、堅調な決算が続いており、米株式市場をサポートしまし
た。 
 

銘柄 始値 高値 安値 終値 前日比 10月17日 

始値 
前日比 

日経 225 22496 22651 22416 22497 +10 22481 -16 

NY ダウ 26968 26999 26883 26948 -26 26899 -49 

DAX® 12589 12675 12570 12638 +35 12623 -15 

FTSE100 7242 7269 7204 7205 -38 7245 +40 

 

くりっく株 365 情報 

10/14～10/18発注証拠金額 

（1 枚当たり） 

日経 225 ：53,100 円 

NY ダウ  ：57,420 円 

DAX○R    ：30,010 円 

FTSE100：26,000 円 

本日の市場スケジュール 

≪ストック情報≫ 

17:30 英国・小売売上高 予想 前月比・-0.2％/前年比・3.1％ 
21:30 米国・住宅着工件数 予想 住宅着工件数・132 万件 

住宅建築許可件数・135 万件 
21:30 米国・フィラデルフィア連銀景況指数 予想 7.6 
       新規失業保険申請件数 予想 21.5 万件 
22:15 米国・鉱工業生産指数 予想 鉱工業生産指数・-0.2％ 
                  設備稼働率・77.7％ 
 会社の上司や同僚と仕事終わりに酒を酌み交わす「飲みにケ

ーション」。働き方改革が進み、飲み会を再評価する動きが出
てきました。IＴベンチャー「クローバーラボ」の本社にある一
室。壁一面に日本酒や焼酎、ウイスキーなどさまざまな酒瓶
が１００本近く並び、冷蔵庫にはソフトドリンクもストックされて
います。昼はミーティングに使われる一室ですが午後７時にな
るとアルコールが解禁され、社内バーとなり、社員がふらり立
ち寄り酒やお茶を片手に話に花を咲かせます。8年創業のさく
らインターネットも 29 年に社内バーを設けました。バー横には
セミナールームがあり、勉強会を行った後に酒を酌み交わすこ
ともあり、さらには不定期に経営幹部と社員の意見交換会を
酒も交えて行うこともあるといます。とはいえ、やはり若い人に
とって会社の飲み会は負担になりつつあるというデータもあ
る。三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングが毎年、新入社員
1200 人を対象に行っているアンケートによると、今年度の新
入社員のうち 24.9％が「会社の人と飲みに行くのは気が進ま
ない」と答えました。26 年度の調査では「気が進まない」と答
えたのは 12.8％にとどまっており、5年で倍増しました。 

種別 始値 高値 安値 終値 前日比 

日経平均 225 22479.57 22615.47 22434.35 22472.92 +265.71 

ダウ工業平均 26972.31 27058.34 26943.29 27001.98 -22.82 

S&P500 2989.68 2997.54 2985.20 2989.69 -5.99 

NASDAQ 8119.81 8146.15 8103.38 8124.18 -24.52 

DAX○R  12644.18 12698.37 12603.83 12670.11 +40.32 

FTSE100 7211.64 7217.63 7149.84 7167.95 -43.69 

 

マーケット情報(現地 10 月 16 日) 

 

掲載内容には十分に注意を払っておりますが、その正確性を保障するものではありません。 

突然の雨に便利なジャンプ式の折り畳み傘で注意喚
起です。国民生活センターによりますと、ジャンプ式
折り畳み傘を使ってけがをしたという相談が寄せられ
ています。なかには傘を畳もうとしたところ、手元の部
分が飛び出して目に当たり、視力が著しく下がるとい
う大けがをしたケースもあるということです。相談の多
くは取り扱い説明書などで禁止している誤った傘の畳
み方が原因だということです。国民生活センターで
は使用者に正しい方法で使うよう呼び掛けると同時
に、業界団体などに飛び出し防止機能など、より安
全に配慮した商品の普及を求めています。 



金融商品取引業者 ： 岡安商事株式会社 
登録番号 ： 近畿財務局長(金商)第 304 号 日本証券業協会加入 
お取引相談窓口 ： フリーダイヤル 0120-346-492 9:00～17:30 （平日） 
取引所株価指数証拠金取引 
取引手数料（片道・税込） 150 円 
 
• 本取引は少ない資金で大きな金額の取引が出来ますが、元本及び利益が保証された取引ではないため、対象とな
る指数の価格・金利等の急激な変動等により、損失が生じる可能性があります。また、金利相当額及び配当相当額の受取
額が減少または支払額が増額する場合があります。証拠金が一定水準以下となった場合、ロスカット制度が適用されます
が、預託した証拠金以上の損失が生じる場合もあります。当社及び取引所のシステム・通信回線等に障害が発生した場合、
希望価格で注文発注・執行が行えず、不利益を被る可能性があります。お取引に際しましては、その仕組み、リスク等に
ついて取引説明書等の内容をご確認いただき十分ご理解の上、ご自身の判断と責任でお取引ください。 
 
• 必要な証拠金額は、１枚あたり 26,000 円から 57,420 円。尚、証拠金額は変更されることがあります。 
 
（2019 年 10 月 14 日現在） 
 
日経平均株価（日経 225）： 
「日経平均株価」は株式会社日本経済新聞社（以下「日本経済新聞社」という）によって独自に開発された手法によって
算出された著作物であり、日本経済新聞社は「日経平均株価」自体及び「日経平均株価」を算出する手法に対して、著作
権、知的財産権、その他一切の権利を有しています。「日経平均株価」を対象とする株価指数証拠金取引（以下「本件証拠
金取引」という）に関するすべての事業、取引規制および実施は、専ら株式会社東京金融取引所（以下「金融取」という）
およびその参加者の責任であり、それらについて日本経済新聞社は一切の義務ないし責任を負うものではありません。本
件証拠金取引市場を運営するに当たり本件証拠金取引に必要となる「日経平均株価」採用銘柄の配当落ち分は、金融取の
責任の下、算出及び公表しています。 日本経済新聞社は「日経平均株価」の採用銘柄、算出方法、その他「日経平均株価」
の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。日本経済新聞社は「日経平均株価」を継続的に公表する
義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負うものではありません。 
 
ダウ・ジョーンズ工業株価平均（NY ダウ）: 
Dow Jones Industrial AverageTM（ダウ・ジョーンズ工業株価平均）は、S&P Dow Jones Indices LLC（以下「SPDJI」）
が算出する指数であり、SPDJI がライセンスに係る権利を保有しています。「DJIA®」、「The Dow®」、「Dow Jones®」及
び「Dow Jones Industrial Average」（ダウ・ジョーンズ工業株価平均）のサービス・マークは、Dow Jones Trademark 
Holdings, LLC（以下「DJTH」）から SPDJI にライセンス供与されており、株式会社東京金融取引所（以下「金融取」）
による一定の目的のために、SPDJI から金融取へ使用に関するサブライセンスが付与されています。金融取に上場される
ダウ・ジョーンズ工業株価平均を原資産とする NY ダウ証拠金取引は、SPDJI、DJTH 及びそれらの関連会社により後援、
承認、販売又は宣伝されるものではなく、これらのいずれもかかる商品への投資の妥当性に関していかなる保証・表明も
していません。 
 
DAX®： 
DAX®はドイツ取引所の登録商標です。DAX®証拠金取引は、ドイツ取引所により保証、推奨、販売等いかなる形において
もサポートされているものではありません。ドイツ取引所は、DAX®証拠金取引でのインデックス利用に伴う結果及びイン
デックストレードマークの利用、ある時点でのインデックスの価格等いかなる点においても、明示的及び黙示的な保証及
び代理権を与えているものではありません。インデックスはドイツ取引所で計算し公表しています。しかし、適用可能な
限りの制定法下において、ドイツ取引所は第三者に対しインデックスの誤謬について責任を負いません。さらに、インデ
ックスの誤謬の可能性を指摘する義務を、投資家を含む第三者に対して一切負いません。 
ドイツ取引所によるインデックスの公表及び DAX®証拠金取引へのインデックスとインデックストレードマークの利用を
認めたことによって、ドイツ取引所として DAX®証拠金取引への投資を推奨し、またはこの投資の魅力について意見を表
明するもしくは保証するものでは一切ありません。 
ドイツ取引所はインデックス及びインデックストレードマークの唯一の権利所有者として、東京金融取引所に対して
DAX®証拠金取引に関連してインデックスとインデックストレードマークを利用及び参照することを認めたものです。 
 
FTSE100: 
FTSE100 証拠金取引について、FTSE International Limited (以下「FTSE」)、London Stock Exchange Group の会社 (以
下「LSEG」) (以下「ライセンス供与者」と総称)は、 スポンサー、保証、販売、販売促進を一切せず、ライセンス供与者
はいずれも、（ⅰ）FTSE100（以下「インデックス」）（FTSE100 証拠金取引が由来する対象）の使用から得た結果、（ⅱ）
上記インデックスが特定日の、特定時間において示す数値、(ⅲ)FTSE100 証拠金取引に関連して使用される何らかの目的
に対するインデックスの適切性―について、明示、暗示を問わず、請求、予測、保証や意見表明を行いません。ライセン
ス供与者はいずれも、東京金融取引所またはその顧客、得意先に対し、当該インデックスに関連する金融や投資に関する
助言または推薦を提供したことはありませんし、その意思もありません。当該インデックスは FTSE またはその代理人が
算出します。ライセンス供与者は、（a）インデックスの誤り（過失その他であっても）に対していかなる者に対しても責
任を負うものではなく、（b）いかなる者に対してもインデックスの誤りについて助言する義務を負うものでもありません。
東京金融取引所は FTSE100 証拠金取引の組成にあたり、FTSE よりその情報を使用する権利を取得しています。  
当該インデックスの全ての権利は FTSE に帰属します。「FTSE®」は LSEG の商標で、ライセンスに基づき FTSE が使用
します。 
 
 
※「くりっく株 365」は、株式会社東京金融取引所の登録商標であり、同取引所が上場している取引所株価指数証拠金取引
の愛称です。 
 

 


